
１．重要な会計方針

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

（２）引当金の計上基準

退職給与引当金は、当財団の規定に基づき、期末要支給額の１００％を計上している。

（３）リース取引の処理方法

リース料の支払時に費用処理している。

（４）消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理については、税込み方式によっている。

基本財産及び特定資産の増減額及びその残高は、次のとおりである。

科　　目 前期末残高　円 当期末残高　円

基本財産

　　普通預金 0 0

　　定期預金 20,386,320 20,232,140

　　投資有価証券 915,745,967 952,197,144

小　　　計 936,132,287 972,429,284

特定資産

　　退職給付引当金預金 3,411,400 3,601,900

　 小　　　計 3,411,400 3,601,900

　　　　　合　　　計 939,543,687 976,031,184

（注）投資有価証券の当期末残高の内訳は、次の通りである。
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３．基本財産及び特定資産の財源等の内訳

基本財産及び特定資産の財源等の内訳は、次のとおりである。

科　　目 当期末残高　円
（うち負債に対応
する額）　円

基本財産

　　定期預金 20,232,140 0

　　投資有価証券 952,197,144 0

小　　　　計 972,429,284 0

特定資産

　　退職給付引当金預金 3,601,900 0 0 (3,601,900)

小　　　　計 3,601,900 0 0 (3,601,900)

　　　　　合　　　計 976,031,184 0 (3,601,900)

（単位円）

科目 金額

緑化団体支援事業 3,571,000 補助金、委託料

景観づくり団体支援事業 150,000 補助金

ボランテイア育成 105,540 補助金

定期配布事業 1,013,245 調査費

街の森づくり事業 2,500,000

普及啓発事業 724,500 広告費、事務費

管理費 728,424

合計 8,792,709

財務諸表に対する注記

その他の有価証券：時価のあるもの
決算日の市場価格に基づく時価法を採用し、評価損益は
投資有価証券損益等で処理している。

当期増加額　円 当期減少額　円

賞与引当金は、当財団の規定に基づき、翌年度に支給する賞与のうち、支給対象期間が当年度に帰属する
支給見込み額を計上している。
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